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駐車場附置義務の合理化 
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駐車場・附置義務駐車施設 

＇約419万台（ 

附置義務駐車施設 
＇約251万台（ 

＇年度末（ 

●駐車場及び附置義務駐車施設供用台数は、約３０８万台
＇平成１０年２月末時点（。そのうち５割は、附置義務駐車施
設。附置義務制度が为要な駐車施設の確保手法として定着 

●駐車場・駐車施設の供給促進施策により、量的問題が
一定程度軽減されるのに伴い、附置義務基準の緩和を
行う動きも見られる。 

【仙台市＇平成０８年３月（】 

 ・一般車の附置義務駐車台数を緩和＇従来の／－７倍（ 

 ・荷捌き駐車施設を附置義務対象に追加 

【横浜市＇平成０８年０１月（】 

 ・一般車の駐車場のうち、倉庫、工場、非特定用途の附置義務駐車台数を 

  緩和＇従来の／－７倍（ 

 ・荷捌き駐車施設、自動二輪車駐車施設を附置義務対象に追加 

 【川崎市＇平成１１年３月（】 

 ・一般車のうち、店舗、事務所以外の特定用途に係る附置義務駐車台数を 

  緩和 ＇従来の／－７２倍（ 

  ※公共交通機関の利用促進の措置が講じられる場合は、さらに緩和 

 ・荷捌き駐車施設を附置義務対象に追加 

  ※共同荷捌き施設等の代替措置がある場合は附置義務駐車台数を緩和 

●附置義務の緩和要件を、駐車施設の確保以外の取組
に拡大した事例＇金沢市（ 

 公共交通の利便性が高い場所等の駐車施設の設置が好まし
くない場所において建築物を新築するにあたって、施設利用者へ
の公共交通の利用の促進等の取組が行われる場合は、駐車施
設の附置義務を緩和。 

＇緩和対象となる取組（ 

下記いずれかにより、施設利用
者に対して公共交通の利用の
促進等を図るとともに、その取
組を周知すること 

・バス停におけるバス待ち環境
整備 
・エコポイント券の利用促進 
・バス券、タクシー券の配布、  
・施設専用バスによる送迎 
・カーシェアリングの導入 
・施設入居者のマイカー通勤の
原則禁止 
・その他公共交通の利用の促
進及び自動車の利用抑制に資
すると判断される取組 

＇参考（ 

金沢市における駐車場の適正な配
置に関する条例＇平成18年（ 

中心部の一定区域において、平面駐
車場を含む駐車場の適正配置のた
めの指導、助言を実施 

＇市長が、「まちなか駐車場区域」を
指定。当該区域内において、一定要
件＇50㎡以上等（を満たす駐車場の
設置者は市に届出（ 
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独自の土地利用計画・規制の事例（兵庫県篠山市） 

■ 自然保護区域 

■ 森林環境保全区域 

■ 森林レクリエーション区域 

■ 歴史風土保全区域 

■ 歴史環境形成区域 

■ 農業集落環境保全区域 

■ 

 

■ 歴史的市街地形成区域 

■ 新市街地形成区域 

■ 産業育成区域 

■ 住環境形成区域 

■ 沿道サービス区域 

■ 市街化保留区域 

地域拠点形成区域 

篠山地域 

●篠山市における土地利用調整基本計画＇平成15年（ 

・土地がもつ様々な特性を示す図面を重ね合わせて土地の評価を行
う土地分級手法を用いて土地の評価を行い、その評価結果及び土
地利用の現況等を総合して土地利用調整基本計画を作成。 

・土地利用調整基本計画を基本として、篠山市 緑豊かな里づくり条例
に基づく地区レベルの里づくり計画を策定。 

Ｖ Ｖ 

■ 評価1 ，高， 

■ 評価2 

■ 評価3 

■ 評価4 

■ 評価5 ，低， 

■ 29点以上 

■ 27-28点 

■ 25-26点 

■ 22-24点 

■ 19-21点 

■ 15-18点 

■ 11-14点 

□ 10点以下 

土地保全機能評価 住宅用地開発可能性評価 

評価の例＇篠山地域（ 

傾斜角、表層地質、地形分類を重ね合わ
せて土地を評価 

造成容易性、公共交通アクセス性、上
下水道整備状況等を重ね合わせて土
地を評価 

分類 評価項目 

自然的機能評価 

・土地保全機能評価 

・水資源保全機能評価 

・生態系保全機能評価 

・自然景観保全機能評価 

社会的機能評価 

・住宅用地開発可能性評価 

・工業用地開発可能性評価 

・歴史的景観保全機能評価 

・農林業保全機能評価 

＇土地分級手法の概要（ 

評価項目 

出典９篠山市 地区土地利用計画策定支援事業委託業務報告書 

篠山市土地利用調整基本計画 

篠山市土地利用調整基本計画 

土地利用誘導区域図 

●篠山市まちづくり条例 

・500m2以上又は3戸以上の宅地分譲＇共同住宅を含む（に係る開発行為
に対して、市長の許可を義務付けている。 

・都市計画法に基づく開発許可の対象となる3,000m2以上の開発行為に
対しては、市長への事前協議を義務付けている。 

・兵庫県の緑豊かな地域環境の形成に関する条例に基づく計画整備地区
又は篠山市緑豊かな里づくり条例に基づく里づくり計画地区※内の開発

については届出制となる。 

※篠山市緑豊かな里づくり条例
の規定により市長から認定を
受けた、緑豊かな地域環境の
保全等を図ることを目的とした
計画に係る地区。 

   当該計画内で地区をゾーニン
グし、各地区で立地できる建
築物の用途を規定している。 

野中地区 土地利用計画図 

出典９野中地区整備計画書 
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防災の観点からの開発許可基準検討の視点 

＜制定の経緯＞ 
 埼玉県は低平地において市街化が進んでおり、水害が発生しやすい地

域 
 昭和３２年より０ha上の開発行為などを対象に、調整池などの雤水流出

抑制施設を設置するよう行政指導を行ってきたが、平成０７年に浸水被
害の発生、拡大を抑制するため条例を制定 

＜条例の概要＞ 
 ＇０（雤水流出増加行為の許可制 

 開発区域の面積が０ha以上の開発行為などであって、雤水流出量を増
加させるおそれのある行為をしようとするものは、あらかじめ知事の許可
が必要 

 ＇１（湛水想定区域内での盛り土行為の届け出制 
  開発区域の面積が０ha以上の開発行為などであって、条例により知事

が指定する湛水想定区域内の土地に盛り土をしようとするものは、あら
かじめ知事への届け出が必要 

 ＇２（雤水流出抑制施設の機能の保全 
 当該施設の機能を阻害するおそれのある行為をしようとするものはあら

かじめ知事への届け出が必要 
 ＇３（罰則 

 上記＇０（に違反した場合は５か月以下の懲役または２／万円以下の罰
金、上記＇１（＇２（に違反した場合は２／万円以下の罰金など 

《埼玉県雤水流出抑制施設＇※（の設置に関する条例》＇平成０７年（     

＇※（雤水を一時的に貯留する機能などを有する施設  
               

●開発許可制度においては、開発区域内及び周辺に溢水
等の被害が生じないよう区域内の雤水及びその他の地表
水を安全に排除できるよう排水施設の設置を義務付け(都
市計画法第33条第1項第3号（ 

・「放流先の排水能力によりやむを得ないと認められるときは、開発区
域内において一時雤水を貯留する遊水池その他の適当な施設を設
けることを妨げない。 」(令第26条第2号（として、宅地防災マニュア
ル等により調整池の設置をもとめている。 

＇各自治体では当該マニュアル等を参考に０ヘクタール以上の開発に
は調整池の設置を求めている（ 

●近年の異常気象によるゲリラ豪雤などにより想定をはる
かに超える水害が多発。一部自治体においては、溢水湛
水のおそれのある地域における開発に対して独自の取り
組みを推進 

防災工事着工後 防災工事着工前 

●金融危機等の影響による事業者の倒産等の影響で、工事が
中断された開発区域における安全措置が不十分となる問題 

【例】 
・平成０８年、準工業地域・第０種低層住居専用地域において、０－５万㎡超
の共同住宅として許可されたものの、事業者の倒産により事業が中止。 

・将来の災害発生が懸念されたため、開発許可権者が施工者に指導し、施
工者が防災工事を実施。 

【対策事例①】 横須賀市 
『開発許可等の基準及び手続きに関する条例』  
『宅地造成に関する工事の許可及び手続きに関する条例』 

・工事管理者の設置、工事管理者からの施工状況報告、宅地造成にお
ける造成为の資力の具備を規定 

【対策事例②】兵庫県 
『開発事業に係る防災工事の施工の確保に関する要綱』＇平成００年（ 
  開発事業に係る防災工事の施工を確保するため、市町長と開発事業

者が協定を締結し、開発事業者は工事保証金を預託する供託金制度。 

＜供託金制度を活用した事例＞ 
  建設が中断したゴルフ場予定地における防災工事 
平成2年  開発許可に先立ち、開発区域が存する町と事業者が「防災工事の施工

の確保に関する協定」を締結。防災工事保証金に質権設定 
平成10年 工事中断 
平成11年 事業者が破産 
平成11年 豪雤により開発予定区域に漏水発生 
→「防災工事の施工の確保に関する協定」に基づく防災工事保証金を防災工事に

当てることとし、防災工事を実施 
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規制をすべきと回答した自治体が必要と考える技術基準は、排
水施設の設置、擁壁の設置等安全上の措置が多かった。 

開発許可権者へのアンケート結果によれば、空地系土地利用につ
いて５／％近くが「規制すべき」と回答しているが、実際の条例等制
定率は約２／％程度となっている。 

●空地系土地利用を規制する独自条例、要綱の制定状況 ●必要と考えられる技術基準 

全体
地方公共団体数 447

65
15%
59

13%
124
28%

合計

要綱

条例

条例・要綱の制定率

※調査内容９空地系土地利用による問題点、問題意識及びそれに対する取り組みを開発許可権者である３３６自治体についてアンケート。 

・規制すべきだ
と思う 

・わからない 

・規制すべきで
はないと思う 

９260自治体(58%) 
 
９125自治体(28%) 
９62自治体(14%) 

出典９地域における適正な土地利用のための開発行為等に関する検討調査業務＇平成１１年２月 国土交通省 都市計画課（ 

「規制をすべき」と回答した地方公共団体のうち、規制すべき用途
としては、資材置き場、廃棄物置き場、駐車場、残土置き場が多
かった。 
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空地系土地利用の規制の動き 
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児童福祉施設・幼稚園

医療提供施設

老人福祉施設・介護保険施設
市街化区域

市街化調整区域

非線引き区域

都市計画区域外

【災害事例】 
 ＇山口県防府市（特別養護老人ホーム災害＇平成１０年６月（ 

開設９平成００年５月、定員８／名 
立地場所９都市計画区域外 
 ※山口県による「土砂災害警戒区域」指定 
   ＇平成１／年２月指定（ 
 ※災害危険区域＇建築基準法（・宅地造成工事 

規制区域＇宅地造成等規制法（外 

《社会福祉施設等の危険区域への立地》 

 特別養護老人ホーム等の地価負担力の小さい施設については、地価の低い地域へ立地する傾向 

 土砂災害危険箇所※ ＇避難対象地域（ 

土砂災害特別警戒区域 

＇指定済み（ 

 

土砂災害警戒区域 

 
土砂災害特別警戒区域 

＇相当区域（ 

【未指定】 立地規制（土砂法） 

立地抑制（県要綱） 

※土砂災害警戒区域の指定の目安となる箇所＇山口県土砂災害危険箇所マップに記載（ 

【対策事例】「災害時要援護者関連施設に係る土砂災害対策における連携             
の強化について」 国土交通省・厚生労働省連名通知＇平成１１年６月（ 

 都道府県民生部局と砂防部局の連携強化 
土砂災害警戒区域等における災害時要援護者関連施設＇以下「施
設」（の立地状況に関する民生部局への情報提供 
土砂災害のおそれのある箇所に立地する施設に対する、土砂災害警
戒区域等の早期指定、市町村ハザードマップの作成支援等 
土砂災害のおそれのある箇所における新たな施設の立地に関する土
砂災害特別警戒区域の早期指定、両部局の情報共有、申請者への情
報提供に努める 

【対策事例】 
＇山口県（社会福祉施設等の立地に関する指導要綱＇平成１１年６月（ 
 補助協議・許可手続き等における「事前相談・協議制」の導入 
①施設に対する立地状況等の「周知」 
②土砂災害警戒区域又は危険個所における「立地の抑制」 
③特別な事情で上記区域内で整備せざるを得ない場合の要件の設定 

 

 県調査や自己調査による「土砂災害特別警戒区域 
  ＇特に危険な区域（」に該当しないことの確認 
 防災マニュアルの整備など防災対策の徹底 
 入所・入院施設に対する補助条件の設定 

 土砂災害のおそれのある災害時要援護者関連施設
は、全国に０２＋６２／施設＇平成１０年７月時点（ 

 関東甲信越＇東京除く（８県について、各施設の立地場
所をみると、老人福祉施設・介護保険施設の７／％以上
が市街化区域外に立地。医療提供施設の５５％、児童
福祉施設・幼稚園の５８％が市街化区域外に立地。 

土砂災害のおそれのある災害時要援護者関連施設の立地 

土砂災害のおそれのある災害時要援護者関連施設調査＇平成１１年国土交通省河川局（結果をもとに作成 
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土砂災害危険箇所における災害弱者施設立地の抑止への取組 
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